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１【有価証券届出書の訂正届出書の提出理由】

 

本日、半期報告書を提出いたしましたので、平成22年10月25日付で提出した有価証券届出書（以下「原届

出書」といいます。）の関係情報を新たな情報により訂正し、また記載事項の一部訂正を行うため本訂正届

出書を提出いたします。

 

 

２【訂正の内容】

 

第二部【ファンド情報】

第１【ファンドの状況】

４【手数料等及び税金】

（5）課税上の取扱い

＜訂正前＞

　日本の居住者（法人を含みます。）である受益者に対する課税については、以下のような取扱いとなりま

す。

　　なお、税法が改正された場合には、以下の内容が変更になることがあります。以下の税制は平成22年８月

末現在適用されるものです。

（以下略）

 

＜訂正後＞

　日本の居住者（法人を含みます。）である受益者に対する課税については、以下のような取扱いとなりま

す。

　　なお、税法が改正された場合には、以下の内容が変更になることがあります。以下の税制は平成23年２月

末現在適用されるものです。

（以下略）

 

 

５【運用状況】

原届出書の第二部ファンド情報　第１ファンドの状況　５運用状況（１）投資状況、（３）運用実績および

（４）設定及び解約の実績ならびに＜参考情報＞について、以下の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞

（１）投資状況

 （平成23年２月18日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率(％)

親投資信託受益証券 日本 1,918,458,849100.14

現金・預金・その他の資産(負債控除後) － △2,601,540△0.14

合計(純資産総額)  1,915,857,309100.00

　（注）投資比率とは、当ファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

親投資信託は、全て「ＪＰＭエマージング株式マザーファンド（適格機関投資家専用）」です（以下同じ）。

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 2/36



（参考）ＪＰＭエマージング株式マザーファンド（適格機関投資家専用）

  （平成23年２月18日現在）

資産の種類 国／地域 時価合計（円） 投資比率(％)

株式 アメリカ 477,918,82111.81

 イギリス 344,607,1558.52

 香港 672,711,73416.62

 シンガポール 77,756,8641.92

 マレーシア 89,788,6192.22

 タイ 52,116,0431.29

 インドネシア 118,402,5372.93

 メキシコ 89,520,2542.21

 ブラジル 444,825,41011.00

 韓国 392,639,5509.71

 台湾 329,537,6968.15

 トルコ 204,690,6575.06

 インド 113,465,4402.80

 エジプト 38,420,8790.95

 ポーランド 95,445,0162.36

 南アフリカ 247,556,6126.12

 ロシア 72,857,8051.80

 小計 3,862,261,09295.47

オプション証券等 イギリス 41,110,6901.02

現金・預金・その他の資産(負債控除後) － 142,224,9783.51

合計(純資産総額)  4,045,596,760100.00

　（注１）投資比率とは、マザーファンドの純資産総額に対する当該資産の時価比率をいいます。

　（注２）上記の「国/地域」は、マザーファンドが保有する有価証券の発行地または上場取引所の国/地域を表しております。具

体的な投資対象については、「第１ファンドの状況　１　ファンドの性格　（１）ファンドの目的及び基本的性格　

（ニ）ファンドの特色」をご参照ください。

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

 3/36



（３）運用実績

①　純資産の推移

平成23年２月18日および同日前１年以内における各月末ならびに下記計算期間末の純資産の推移は

次の通りです。

期 年月日
純資産総額
（百万円）
（分配落）

純資産総額
（百万円）
（分配付）

１口当たり
純資産額
（円）
（分配落）

１口当たり
純資産額
（円）
（分配付）

１期 (平成19年７月26日) 2,233 2,233 1.7496 1.7496

２期 (平成20年７月28日) 2,178 2,178 1.4292 1.4292

３期 (平成21年７月27日) 1,129 1,129 0.8830 0.8830

４期 (平成22年７月26日) 2,149 2,149 1.0768 1.0768

 平成22年２月末日 2,197 － 0.9840 －

 平成22年３月末日 2,556 － 1.1267 －

 平成22年４月末日 2,653 － 1.1696 －

 平成22年５月末日 2,198 － 1.0154 －

 平成22年６月末日 2,065 － 0.9993 －

 平成22年７月末日 2,150 － 1.0820 －

 平成22年８月末日 2,057 － 1.0426 －

 平成22年９月末日 2,208 － 1.1480 －

 平成22年10月末日 2,194 － 1.1426 －

 平成22年11月末日 2,215 － 1.1706 －

 平成22年12月末日 2,179 － 1.1737 －

 平成23年１月末日 2,097 － 1.1547 －

 平成23年２月18日 1,915 － 1.1572 －

 

②　分配の推移

期 １口当たり分配金（円）

１期 0.0000

２期 0.0000

３期 0.0000

４期 0.0000

５期(中間期) 0.0000
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③　収益率の推移

期 収益率（％）

１期 75.0

２期 △18.3

３期 △38.2

４期 21.9

５期(中間期) 8.8

　（注）収益率とは計算期間末の基準価額（分配付）から当該計算期間の直前の計算期間末の基準価額（分配落）（以下「前期

末基準価額」といいます。）を控除した額を前期末基準価額で除したものです。

 

（４）設定及び解約の実績

下記計算期間中の設定および解約の実績ならびに当該計算期間末の残存口数は次の通りです。

期 設定口数（口） 解約口数（口） 残存口数（口）

１期 2,157,337,089 880,955,086 1,276,382,003

２期 1,334,140,8841,086,393,3041,524,129,583

３期 477,881,635 722,900,029 1,279,111,189

４期 1,563,145,375 846,378,471 1,995,878,093

５期(中間期) 318,203,115 473,010,699 1,841,070,509

（注１）第１期の設定口数には、当初申込期間中の設定口数を含みます。

（注２）設定口数、解約口数は、全て本邦内におけるものです。
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<参考情報>
最新の運用実績は、委託会社ホームページ（http://www.jpmorganasset.co.jp）、または販売会社でご確認いただけます。
過去の実績を示したものであり、将来の成果を示唆・保証するものではありません。

 
基準日 2011年２月18日 設定日 2006年７月28日

純資産総額 19億円 決算回数 年１回

基準価額・純資産の推移  分配の推移

 期 年月 円

 １期 2007年７月 0

 ２期 2008年７月 0

 ３期 2009年７月 0

 ４期 2010年７月 0

  設定来累計 0

 ＊分配金は税引前1万口当たりの金額です。

 
＊基準価額は、1万口当たり、信託報酬控除後です。  

 
国別構成状況  通貨別構成状況  業種別構成状況

投資国※1 投資比率※2  通貨 投資比率※2  業種 投資比率※2

中国 19.6% 米ドル 22.2% 銀行 16.9%

ブラジル 15.9% 香港ドル 16.6% エネルギー 13.2%

韓国 12.6% ブラジルレアル 11.0% 食品・飲料・タバコ 10.3%

台湾 10.5% 韓国ウォン 9.7% テクノロジー・ハードウェアおよび機器 6.7%

ロシア 8.1% 新台湾ドル 8.1% 半導体・半導体製造装置 5.1%

その他 29.9% その他 29.0% その他 43.4%

      
＊上記比率に当ファンドで保有するオプション証券等※3は、含ん
でおりません。

 
組入上位10銘柄

順位 銘柄名 投資国※1 通貨 業種 投資比率※2

1 ＬＧ電子 韓国 韓国ウォン 耐久消費財・アパレル 2.9%

2 中国石油天然気 中国 香港ドル エネルギー 2.4%

3 インベスティメントス・イタウ ブラジル ブラジルレアル 銀行 2.4%

4 台湾積体電路製造 台湾 米ドル 半導体・半導体製造装置 2.4%

5 コンパニア・デ・ベビダス・ダス・アメリカス ブラジル 米ドル 食品・飲料・タバコ 2.3%

6 クアラルンプール・ケポン マレーシア マレーシアリンギット 食品・飲料・タバコ 2.2%

7 パンジャーブ・ナショナル銀行 インド インドルピー 銀行 2.2%

8 中国建設銀行 中国 香港ドル 銀行 2.2%

9 ブラジル石油公社 ブラジル 米ドル エネルギー 2.1%

10 現代自動車 韓国 韓国ウォン 自動車・自動車部品 2.1%
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年間収益率の推移

＊年間収益率（％）＝（年末営業日の基準価額÷前年末営業日の基準価額－1）×100
＊2006年の年間収益率は設定日から年末営業日、2011年の年間収益率は前年末営業日から2011年2月18日までのものです。
＊2002年～2005年は、当ファンドのベンチマークである「MSCIエマージング・マーケッツ・インデックス（税引後配当込み、円ベース）」の年間収益率で
す。

運用実績において、金額は表示単位以下を切捨て、投資比率および収益率は表示単位以下を四捨五入して記載しています。

※1　「投資国」は、「第１ファンドの状況　１　ファンドの性格　（１）ファンドの目的及び基本的性格　（ニ）ファンドの特色」の記載に基づき、どこの国
への投資であるかを委託会社が分類し、記載したものです。

※2　当ファンドはマザーファンドを通じて投資を行うため、マザーファンドの投資銘柄を当ファンドが直接保有しているものとみなし、当ファンドの純資
産総額に対する投資比率として計算しています。

※3　オプション証券等は、金融商品取引法第２条第１項第19号に規定する有価証券（オプションを表示する証券または証書）のことです。
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第３【ファンドの経理状況】

原届出書の第二部ファンド情報　第３ファンドの経理状況　１財務諸表について、以下の中間財務諸表に関す

る事項が追加されます。

 

＜追加＞

１．当ファンドの中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和52年大
蔵省令第38号）ならびに同規則第38条の３および第57条の２の規定により、「投資信託財産の計算に関する
規則」（平成12年総理府令第133号）に基づき作成しております。
なお、中間財務諸表に記載している金額は、円単位で表示しております。

 
２．当ファンドは、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前中間計算期間（平成21年７月28日か
ら平成22年１月27日まで）および当中間計算期間（平成22年７月27日から平成23年１月26日まで）の中間
財務諸表について、あらた監査法人による中間監査を受けております。
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中間財務諸表
【ＪＰＭエマージング株式ファンド】
（１）【中間貸借対照表】

（単位：円）

前中間計算期間末
(平成22年１月27日現在)

当中間計算期間末
(平成23年１月26日現在)

資産の部

流動資産

親投資信託受益証券 2,212,196,124 2,178,832,866

未収入金 8,148,815 34,410,289

流動資産合計 2,220,344,939 2,213,243,155

資産合計 2,220,344,939 2,213,243,155

負債の部

流動負債

未払解約金 8,148,815 34,410,289

未払受託者報酬 843,758 1,164,353

未払委託者報酬 15,187,629 20,958,267

その他未払費用 168,684 232,809

流動負債合計 24,348,886 56,765,718

負債合計 24,348,886 56,765,718

純資産の部

元本等

元本 ※1
 2,173,605,112

※1
 1,841,070,509

剰余金

中間剰余金又は中間欠損金（△） 22,390,941 315,406,928

（分配準備積立金） 167,541,870 140,850,593

元本等合計 2,195,996,053 2,156,477,437

純資産合計 2,195,996,053 2,156,477,437

負債純資産合計 2,220,344,939 2,213,243,155
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（２）【中間損益及び剰余金計算書】
（単位：円）

前中間計算期間
(自　平成21年７月28日
　至　平成22年１月27日)

当中間計算期間
(自　平成22年７月27日
　至　平成23年１月26日)

営業収益

有価証券売買等損益 163,534,170 205,180,430

営業収益合計 163,534,170 205,180,430

営業費用

受託者報酬 843,758 1,164,353

委託者報酬 ※1
 15,187,629

※1
 20,958,267

その他費用 168,684 232,809

営業費用合計 16,200,071 22,355,429

営業利益 147,334,099 182,825,001

経常利益 147,334,099 182,825,001

中間純利益 147,334,099 182,825,001

一部解約に伴う中間純利益金額の分配額 23,793,198 30,637,531

期首剰余金又は期首欠損金（△） △149,597,720 153,189,520

剰余金増加額又は欠損金減少額 48,447,760 46,565,671

中間一部解約に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

22,610,267 －

中間追加信託に伴う剰余金増加額又は欠損金減
少額

25,837,493 46,565,671

剰余金減少額又は欠損金増加額 － 36,535,733

中間一部解約に伴う剰余金減少額又は欠損金増
加額

－ 36,535,733

分配金 － －

中間剰余金又は中間欠損金（△） 22,390,941 315,406,928
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（３）【中間注記表】

（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区分

前中間計算期間

(自　平成21年７月28日

　至　平成22年１月27日)

当中間計算期間

(自　平成22年７月27日

　至　平成23年１月26日)

１．有価証券の評価基準

および評価方法

親投資信託受益証券

　移動平均法に基づき、親投資信託受益証券

の基準価額で評価しております。

親投資信託受益証券

　同左

２．その他中間財務諸表

作成のための基本と

なる重要な事項

中間計算期間末日の取扱い

　平成21年７月26日が休日のため、信託約款

第40条により、前計算期間末日を平成21年７

月27日としており、当中間計算期間末日を平

成22年１月27日としております。

中間計算期間末日の取扱い

 

 

－

 
（中間貸借対照表に関する注記）

区分
前中間計算期間末

(平成22年１月27日現在)

当中間計算期間末

(平成23年１月26日現在)

※１信託財産に係る期首元本額、期中追加設定元本

額および期中解約元本額
  

期首元本額 1,279,111,189円 1,995,878,093円

期中追加設定元本額 1,150,251,718円 318,203,115円

期中一部解約元本額 255,757,795円 473,010,699円

※２中間計算期間末日における受益権の総数 2,173,605,112口 1,841,070,509口

１口当たりの純資産額 1.0103円 1.1713円

(１万口当たりの純資産額) (10,103円) (11,713円)

 
（中間損益及び剰余金計算書に関する注記）

区分

前中間計算期間

(自　平成21年７月28日

　至　平成22年１月27日)

当中間計算期間

(自　平成22年７月27日

　至　平成23年１月26日)

※１信託財産の運用の指図に関する権

限の全部または一部を委託するた

めに要する費用として委託者報酬

の中から支弁している額

純資産総額に年率0.5％を乗じて得た

額

　同左
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（金融商品に関する注記）
金融商品の時価等に関する事項

区分
前中間計算期間末

(平成22年１月27日現在)

当中間計算期間末

(平成23年１月26日現在)

１．中間貸借対照表計

上額、時価およびそ

の差額

－

　中間貸借対照表計上額は中間期末の時価で計上しているた

め、その差額はありません。

２．時価の算定方法

－

(1)有価証券

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載し

ております。

(2)有価証券以外の金融商品

　有価証券以外の金融商品は、短期間で決済され、時価は

帳簿価額と近似していることから、当該金融商品の帳簿

価額を時価としております。

３．金融商品の時価等

に関する事項につ

いての補足説明 －

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価

格がない場合には合理的に算定された価額が含まれており

ます。当該価額の算定においては、一定の前提条件等を採用

しているため、異なる前提条件によった場合、当該価額が異

なることもあります。

 
（追加情報）
　当中間計算期間より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）および
「金融商品の時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用
しております。
 
（デリバティブ取引等に関する注記）
該当事項はありません。
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（参考）
　当ファンドは「ＪＰＭエマージング株式マザーファンド（適格機関投資家専用）」受益証券を主要投資対象
としており、中間貸借対照表の資産の部に計上された「親投資信託受益証券」は、全て同親投資信託の受益証
券であります。
　尚、同親投資信託の状況は以下の通りであります。
 
「ＪＰＭエマージング株式マザーファンド（適格機関投資家専用）」の状況
　尚、以下に記載した情報は監査の対象外であります。
 
（１）貸借対照表

   （単位：円）

区分
注記

番号

(平成22年１月27日現在)(平成23年１月26日現在)

金額 金額

資産の部    

流動資産    

預金  198,256,139 127,418,602

コール・ローン  110,796,584 25,122,259

株式  3,818,109,487 4,223,459,565

オプション証券等  120,761,998 42,237,722

投資証券  43,176,851 －

派生商品評価勘定  790,667 55,812

未収入金  23,416,208 45,049,759

未収配当金  1,365,484 1,825,937

未収利息  151 34

流動資産合計  4,316,673,569 4,465,169,690

資産合計  4,316,673,569 4,465,169,690

負債の部    

流動負債    

派生商品評価勘定  632,185 21,545

未払金  102,612,401 29,327,999

未払解約金  9,250,829 34,410,289

流動負債合計  112,495,415 63,759,833

負債合計  112,495,415 63,759,833

純資産の部    

元本等    

元本 ※１ 3,915,192,747 3,475,717,913

剰余金    

剰余金又は欠損金（△）  288,985,407 925,691,944

元本等合計  4,204,178,154 4,401,409,857

純資産合計  4,204,178,154 4,401,409,857

負債純資産合計  4,316,673,569 4,465,169,690
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（２）注記表
（重要な会計方針に係る事項に関する注記）

区分
(自　平成21年７月28日

　至　平成22年１月27日)

(自　平成22年７月27日

　至　平成23年１月26日)

１．有価証券の評

価基準および

評価方法

株式、オプション証券等および投資証券

　移動平均法に基づき、以下のとおり原則として

時価で評価しております。

株式およびオプション証券等

　移動平均法に基づき、以下のとおり原則として

時価で評価しております。

(1)金融商品取引所等に上場されている有価証

券

　金融商品取引所等に上場されている有価証

券は、原則として金融商品取引所等における

計算期間末日の最終相場（外貨建証券の場合

は計算期間末日において知りうる直近の最終

相場）で評価しております。

　計算期間末日に当該金融商品取引所等の最

終相場がない場合には、当該金融商品取引所

等における直近の日の最終相場で評価してお

りますが、直近の日の最終相場によることが

適当でないと認められた場合は、当該金融商

品取引所等における計算期間末日又は直近の

日の気配相場で評価しております。

(1)金融商品取引所等に上場されている有価証

券

　　同左

 (2)金融商品取引所等に上場されていない有価

証券

　当該有価証券については、原則として、日本

証券業協会発表の売買参考統計値（平均

値）、金融機関の提示する価額（ただし、売気

配相場は使用しない）又は価格提供会社の提

供する価額のいずれかから入手した価額で評

価しております。

(2)金融商品取引所等に上場されていない有価

証券

　　同左

 (3)時価が入手できなかった有価証券

　適正な評価額を入手できなかった場合又は

入手した評価額が時価と認定できない事由が

認められた場合は、委託会社が忠実義務に基

づいて合理的事由をもって時価と認めた価額

もしくは受託者と協議のうえ両者が合理的事

由をもって時価と認めた価額で評価しており

ます。

(3)時価が入手できなかった有価証券

　　同左

２．デリバティブ

等の評価基準

および評価方

法

為替予約取引

　個別法に基づき、原則として時価で評価してお

ります。

　為替予約の評価は、原則として、わが国におけ

る計算期間末日の対顧客先物売買相場の仲値に

よって計算しております。

為替予約取引

　同左
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区分
(自　平成21年７月28日

　至　平成22年１月27日)

(自　平成22年７月27日

　至　平成23年１月26日)

３．その他財務諸

表作成のため

の基本となる

重要な事項

外貨建取引等の処理基準

　外貨建取引については、「投資信託財産の計算

に関する規則」（平成12年総理府令第133号）

第60条に基づき、取引発生時の外国通貨の額を

もって記録する方法を採用しております。ただ

し、同第61条に基づき、外国通貨の売却時におい

て、当該外国通貨に加えて、外貨建資産等の外貨

基金勘定および外貨建各損益勘定の前日の外貨

建純資産額に対する当該売却外国通貨の割合相

当額を当該外国通貨の売却時の外国為替相場等

で円換算し、前日の外貨基金勘定に対する円換

算した外貨基金勘定の割合相当の邦貨建資産等

の外国投資勘定と、円換算した外貨基金勘定を

相殺した差額を為替差損益とする計理処理を採

用しております。

外貨建取引等の処理基準

　同左

４．表示方法の変

更

「オプション証券等」は、本報告書における開

示対象ファンドの前中間計算期間において「カ

バード・ワラント」に含めて表示しておりまし

たが、「投資信託に関する会計規則に関する細

則」の改正に伴い、「オプション証券等」の科

目として表示しております。

－
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（貸借対照表に関する注記）

区分 (平成22年１月27日現在) (平成23年１月26日現在)

※１本報告書における開示対象ファンドの期首に

おける当該親投資信託の元本額、期中追加設定

元本額および期中解約元本額

  

期首元本額 3,837,505,170円 3,797,007,819円

期中追加設定元本額 1,109,479,186円 596,924,464円

期中解約元本額 1,031,791,609円 918,214,370円

本報告書における開示対象ファンドの中間期末に

おける元本の内訳（注）
  

ＪＰＭエマージング株式ファンド 2,060,156,570円 1,720,629,287円

ＪＰＭエマージング株式ファンドＦ（適格機

関投資家専用）
1,062,278,094円 1,139,343,980円

ＪＰＭエマージング株式ファンド（毎月決算

型）
791,831,611円 615,167,749円

ＪＰＭ資産分散ファンド 926,472円 576,897円

合　計 3,915,192,747円 3,475,717,913円

※２本報告書における開示対象ファンドの中間計

算期間末日における受益権の総数
3,915,192,747口 3,475,717,913口

１口当たりの純資産額 1.0738円 1.2663円

(１万口当たりの純資産額) (10,738円) (12,663円)

（注）当該親投資信託受益証券を投資対象とする証券投資信託ごとの元本額
 

（金融商品に関する注記）
金融商品の時価等に関する事項

区分 (平成22年１月27日現在) (平成23年１月26日現在)

１．貸借対照表計上

額、時価および

その差額

－

　貸借対照表計上額は期末の時価で計上しているため、その差

額はありません。

２．時価の算定方法

－

(1)有価証券

　「重要な会計方針に係る事項に関する注記」に記載して

おります。

(2)デリバティブ取引

　「デリバティブ取引等に関する注記」に記載しておりま

す。

(3)有価証券およびデリバティブ取引以外の金融商品

　有価証券およびデリバティブ取引以外の金融商品は、短期

間で決済され、時価は帳簿価額と近似していることから、当

該金融商品の帳簿価額を時価としております。

３．金融商品の時価

等に関する事項

についての補足

説明

－

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価

格がない場合には合理的に算定された価額が含まれておりま

す。当該価額の算定においては、一定の前提条件等を採用して

いるため、異なる前提条件によった場合、当該価額が異なるこ

ともあります。

 

（追加情報）
　当期間より、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第10号　平成20年３月10日）および「金融商品の
時価等の開示に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第19号　平成20年３月10日）を適用しております。
 
（デリバティブ取引等に関する注記）
取引の時価等に関する事項
（通貨関連）
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区分 種類

（平成22年１月27日現在） （平成23年１月26日現在）

契約額等
(円)

うち
1年超
(円)

時価
(円)

評価損益
(円)

契約額等
(円)

うち
1年超
(円)

時価
(円)

評価損益
(円)

市場
取引
以外
の取
引

為替予約取引         

買建         

アメリカドル 50,000,000－ 49,938,643△61,3575,500,507－ 5,478,962△21,545

トルコ・リラ 38,373,487－ 37,990,073△383,414 － － － －

ハンガリーフォリント 42,858,495－ 42,671,081△187,414 － － － －

売建         

アメリカドル 81,231,982－ 80,441,315790,66720,000,000－ 19,944,18855,812

タイバーツ － － － － 5,500,507－ 5,500,507 0

合計  212,463,964－ 211,041,112158,48231,001,014－ 30,923,65734,267

（注）１．為替予約の時価の算定方法

（１）計算期間末日に対顧客先物売買相場の仲値が発表されている外貨については、以下のように評価しております。

①計算期間末日において為替予約の受渡日（以下「当該日」という。）の対顧客先物売買相場の仲値が発表されて

いる場合は当該為替予約は当該仲値で評価しております。

②計算期間末日において当該日の対顧客先物売買相場の仲値が発表されていない場合は、以下の方法によっており

ます。

・計算期間末日に当該日を越える対顧客先物売買相場が発表されている場合には、発表されている先物相場のう

ち当該日に最も近い前後二つの対顧客先物売買相場の仲値をもとに計算したレートにより評価しております。

・計算期間末日に当該日を越える対顧客先物売買相場が発表されていない場合には、当該日に最も近い発表され

ている対顧客先物売買相場の仲値により評価しております。

（２）計算期間末日に対顧客先物売買相場の仲値が発表されていない外貨については、計算期間末日の対顧客電信売買

相場の仲値により評価しております。

２．換算において円未満の端数は切り捨てております。

３．契約額等および時価の合計欄の金額は、各々の合計金額であります。
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第三部【委託会社等の情報】

第１【委託会社等の概況】

１【委託会社等の概況】

③　投資運用の意思決定機構

 

＜訂正前＞

（イ）ＪＦ運用本部

（略）

 

（ロ）ＪＰＭ運用本部

 

 

①　ＪＰＭ運用本部は、国内株式・国内外の債券についてＪＰＭストラテジーに基づいた運用を行う投資

調査部、株式運用部および債券運用部、ならびにグローバル・リアル・アセット部から構成されます。

②（略）

③（略）

④（略）

⑤　グローバル・リアル・アセット部は、委託会社のグループ会社が設定運用する外国投資信託および外

国投資法人のスキームに関する当該会社に対するアドバイス等の業務を行います。

⑥　エクイティ・トレーディング本部は、株式運用部所属のポートフォリオ・マネジャーの投資判断を受

け、主に国内株式の売買を執行します。

 

（ハ）（略）

 

（注）上記（イ）、（ロ）および（ハ）の意思決定機構、組織名称等は、平成22年８月末現在のものであり、今後変更となる場合

があります。

 

＜訂正後＞

（イ）ＪＦ運用本部

（略）

 

（ロ）ＪＰＭ運用本部
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①　ＪＰＭ運用本部は、国内株式・国内外の債券についてＪＰＭストラテジーに基づいた運用を行う投資

調査部、株式運用部および債券運用部から構成されます。

②（略）

③（略）

④（略）

⑤　エクイティ・トレーディング本部は、株式運用部所属のポートフォリオ・マネジャーの投資判断を受

け、主に国内株式の売買を執行します。

 

（ハ）（略）

 

（注）上記（イ）、（ロ）および（ハ）の意思決定機構、組織名称等は、平成22年12月末現在のものであり、今後変更となる場合

があります。

 

 

２【事業の内容及び営業の概況】

＜訂正前＞

（略）

平成22年８月末現在、委託会社が設定・運用している追加型証券投資信託は124本、単位型証券投資信託

は１本、親投資信託は56本を数え、販売は100社余りの金融商品取引業者（第一種金融商品取引業を行う者）

および登録金融機関を通じて行っています。運用している証券投資信託の合計純資産総額は13,507億円（た

だし、親投資信託を除きます。）です。

 

＜訂正後＞

（略）

平成23年２月末現在、委託会社が設定・運用している追加型証券投資信託は124本、単位型証券投資信託

は１本、親投資信託は57本を数え、販売は100社余りの金融商品取引業者（第一種金融商品取引業を行う者）

および登録金融機関を通じて行っています。運用している証券投資信託の合計純資産総額は12,943億円（た

だし、親投資信託を除きます。）です。

 

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

19/36



３【委託会社等の経理状況】

＜訂正前＞

１．委託会社であるJPモルガン・アセット・マネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表

は、第19期事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）については、改正前の「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）

並びに同規則第２条の規定により、改正前の「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令

第52号。以下「金融商品取引業等に関する内閣府令」という。）に基づいて、第20期事業年度（平成21年４

月１日から平成22年３月31日まで）については、改正後の「財務諸表等規則」並びに同規則第２条の規定

により、改正後の「金融商品取引業等に関する内閣府令」に基づいて作成しております。

なお、財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第19期事業年度（平成20年４月１日から平

成21年３月31日まで）の財務諸表及び第20期事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けております。

 

 

＜訂正後＞

１．委託会社であるJPモルガン・アセット・マネジメント株式会社（以下「当社」という。）の財務諸表

は、第19期事業年度（平成20年４月１日から平成21年３月31日まで）については、改正前の「財務諸表等

の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務諸表等規則」という。）

並びに同規則第２条の規定により、改正前の「金融商品取引業等に関する内閣府令」（平成19年内閣府令

第52号。以下「金融商品取引業等に関する内閣府令」という。）に基づいて、第20期事業年度（平成21年４

月１日から平成22年３月31日まで）については、改正後の「財務諸表等規則」並びに同規則第２条の規定

により、改正後の「金融商品取引業等に関する内閣府令」に基づいて作成しております。

また、当社の中間財務諸表は、改正後の「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭

和52年大蔵省令第38号）並びに同規則第38条及び第57条に基づき、「金融商品取引業等に関する内閣府

令」に基づいて作成しております。

なお、財務諸表及び中間財務諸表の記載金額は、千円未満の端数を切り捨てて表示しております。

 

２．当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第19期事業年度（平成20年４月１日から平

成21年３月31日まで）の財務諸表及び第20期事業年度（平成21年４月１日から平成22年３月31日まで）

の財務諸表について、あらた監査法人により監査を受けております。

また、第21期中間会計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）の中間財務諸表について

は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、あらた監査法人により中間監査を受けておりま

す。

 

 

原届出書の第三部 委託会社等の情報 第１ 委託会社等の概況 ３ 委託会社等の経理状況について、以下の

中間財務諸表が追加されます。

 

＜追加＞

　　次へ
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中間財務諸表

(1）中間貸借対照表

  
第21期中間会計期間末
（平成22年９月30日）

 

資産の部  

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比    

  （千円） （千円） （％）    

流動資産        

現金及び預金   4,563,510    

有価証券   7,103,379    

前払費用   53,488     

未収入金   180,729    

未収委託者報酬   1,963,243    

未収収益   2,216,651    

繰延税金資産   529,941    

その他   122,972    

流動資産計   16,733,91692.1    

固定資産        

投資その他の資産   1,433,489    

投資有価証券  857,765      

敷金保証金  58,429      

繰延税金資産  483,975      

その他  33,319      

固定資産計   1,433,4897.9    

資産合計   18,167,406100.0    
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第21期中間会計期間末
（平成22年９月30日）

 

負債の部  

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比    

  （千円） （千円） （％）    

流動負債        

預り金   101,611    

未払金   2,220,907    

未払収益分配金  1,455      

未払償還金  20,556      

未払手数料  794,775      

その他未払金 ※１ 1,404,119      

未払費用   1,201,670    

未払法人税等   365,990    

賞与引当金   1,136,945    

その他   792     

流動負債計   5,027,91727.7    

固定負債        

賞与引当金   955,381    

役員賞与引当金   84,307     

退職給付引当金   41,183     

固定負債計   1,080,8725.9    

負債合計   6,108,78933.6    
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第21期中間会計期間末
（平成22年９月30日）

 

純資産の部  

区分
注記
番号

内訳 金額 構成比    

  （千円） （千円） （％）    

株主資本        

資本金   2,218,000    

資本剰余金   1,000,000    

資本準備金  1,000,000      

利益剰余金   8,904,594    

利益準備金  33,676      

その他利益剰余金        

繰越利益剰余金  8,870,917      

株主資本計   12,122,59466.7    

評価・換算差額等        

その他有価証券評価差額金   △63,977     

評価・換算差額等計   △63,977△0.3    

純資産合計   12,058,61666.4    

負債・純資産合計   18,167,406100.0    
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(2）中間損益計算書

  

第21期中間会計期間

（自平成22年４月１日

至平成22年９月30日）

区分
注記

番号
内訳 金額 百分比

  （千円） （千円） （％）

営業収益     

委託者報酬   6,428,972 

運用受託報酬   3,343,989 

その他   412,030 

営業収益計   10,184,992100.0

営業費用・一般管理費     

営業費用   5,236,702 

支払手数料  2,639,671   

調査費  2,239,262   

その他営業費用  357,769   

一般管理費   4,887,728 

営業費用・一般管理費計   10,124,43199.4

営業利益   60,5610.6

営業外収益 ※１ 343,073   

営業外収益計   343,0733.3

営業外費用  410   

営業外費用計   410 0.0

経常利益   403,2243.9

特別利益 ※２ 460,756   

特別利益計   460,7564.5

特別損失  23,625   

特別損失計   23,6250.2

税引前中間純利益   840,3548.2

法人税、住民税及び事業税   338,1733.3

法人税等調整額   22,2720.2

中間純利益   479,9084.7
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(3）中間株主資本等変動計算書

 （単位：千円）

 

第21期中間会計期間

（自平成22年４月１日

至平成22年９月30日）

株主資本  

資本金  

前期末残高 2,218,000

当中間期末残高 2,218,000

資本剰余金  

資本準備金  

前期末残高 1,000,000

当中間期末残高 1,000,000

利益剰余金  

利益準備金  

前期末残高 33,676

当中間期末残高 33,676

その他利益剰余金  

繰越利益剰余金  

前期末残高 8,391,009

当中間期変動額  

中間純利益 479,908

当中間期変動額合計 479,908

当中間期末残高 8,870,917

株主資本合計  

前期末残高 11,642,686

当中間期変動額  

中間純利益 479,908

当中間期変動額合計 479,908

当中間期末残高 12,122,594

評価・換算差額等  

その他有価証券評価差額金  

前期末残高 21,081

当中間期変動額  

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △85,059

当中間期変動額合計 △85,059

当中間期末残高 △63,977

評価・換算差額等合計  

前期末残高 21,081

当中間期変動額  

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △85,059

当中間期変動額合計 △85,059

当中間期末残高 △63,977

純資産合計  

前期末残高 11,663,768

当中間期変動額  

中間純利益 479,908

株主資本以外の項目の当中間期変動額（純額） △85,059

当中間期変動額合計 394,848

当中間期末残高 12,058,616
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中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項

 
 

項目

第21期中間会計期間
（自平成22年４月１日
至平成22年９月30日）

 

１．資産の評価基準及び

評価方法

(1）有価証券

その他有価証券

 

 　時価のあるもの  

 　中間決算日の市場価格等に基づ

く時価法（評価差額は全部純資

産直入法により処理し、売却原価

は移動平均法により算定）を採

用しております。

 

 　時価のないもの  

 　移動平均法による原価法を採用

しております。

 

 (2）デリバティブ  

 　時価法を採用しております。  

２．引当金の計上基準 (1）賞与引当金  

 　従業員に対する賞与の支給、及

び親会社の運営する株式報酬制

度に係る将来の費用負担に備え

るため、当中間会計期間に帰属す

る額を計上しております。

 

 (2）役員賞与引当金  

 　役員に対する親会社の運営する

株式報酬制度に係る将来の費用

負担に備えるため、当中間会計期

間に帰属する額を計上しており

ます。

 

 (3）退職給付引当金  

 　従業員に対する退職給付に備え

るため、当中間期末における退職

給付債務と年金資産の見込額に

基づき退職給付引当金を計上し

ております。

 

 　過去勤務債務については、その

発生時における従業員の平均残

存勤務期間以内の一定の年数

（８年）による定額法により、発

生した事業年度から費用処理し

ております。

 

 　数理計算上の差異は、その発生

時における従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数（８

年）による定額法により按分額

を、それぞれ発生した翌事業年度

から費用処理することとしてお

ります。

 

EDINET提出書類

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社(E06264)

訂正有価証券届出書（内国投資信託受益証券）

26/36



 
 

項目

第21期中間会計期間
（自平成22年４月１日
至平成22年９月30日）

 

 （追加情報）  

 　平成22年７月１日付で内部引当型

キャッシュバランスプランから複

数事業主による外部積立型キャッ

シュバランスプランへ企業年金制

度を変更致しました。複数事業主と

の制度統合に伴い460,756千円の年

金資産を受け入れ、退職給付引当金

が同額減少したことにより特別利

益を計上しております。

 

３．その他中間財務諸表

作成のための基本と

なる重要な事項

消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理

は、税抜方式によっております。

 

 

注記事項

（中間貸借対照表関係）

第21期中間会計期間末
（平成22年９月30日）

 

※１　消費税等の取扱い  

　仮払消費税等及び仮受消費税等は、相殺のう

え、金額的重要性が乏しいため、流動負債の

「その他未払金」に含めて表示しておりま

す。

 

 

（中間損益計算書関係）

第21期中間会計期間
（自平成22年４月１日
至平成22年９月30日）

 

※１　営業外収益のうち主要なもの　　（千円）  

為替差益　　　　　　　　　　 199,271  

デリバティブ利益　　　　　　　73,656  

デリバティブ評価益　　　　　　51,832  

※２　特別利益のうち主要なもの　　　（千円）  

年金制度統合に伴う退職給付　 460,756  

引当金の減少による特別利益  
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（中間株主資本等変動計算書関係）

第21期中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

１．発行済株式の種類及び総数に関する事項

 
前事業年度末
株式数（株）

当中間会計期間
増加株式数
（株）

当中間会計期間
減少株式数
（株）

当中間会計期間末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 56,265 － － 56,265

合計 56,265 － － 56,265

 

（リース取引関係）

第21期中間会計期間
（自平成22年４月１日
至平成22年９月30日）

 

該当事項はありません。  
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（金融商品関係）

第21期中間会計期間末（平成22年９月30日）

金融商品の時価等に関する事項

①　平成22年９月30日における中間貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであり

ます。なお、質的重要性の高いデリバティブ取引を除き、金額的重要性が低いと判断するものは次表には含

めておりません。

    （単位：千円）

  
中間貸借対照表
計上額

時価 差額

 (1）現金及び預金 4,563,5104,563,510 －

 (2）有価証券 7,103,3797,103,379 －

 (3）未収委託者報酬 1,963,2431,963,243 －

 (4）未収収益 2,216,6512,216,651 －

 (5）投資有価証券 857,765 857,765 －

 資産計 16,704,55016,704,550 －

 (1）未払手数料 794,775 794,775 －

 (2）その他未払金 1,404,1191,404,119 －

 (3）未払費用 1,201,6701,201,670 －

 (4）デリバティブ取引 792 792 －

 負債計 3,401,3573,401,357 －

 

（注１）金融商品の時価算定方法

 

資産

(1）現金及び預金、(2）有価証券、(3）未収委託者報酬、及び(4）未収収益

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

 

(5）投資有価証券

　これらは投資信託であり、時価は市場価格に準ずるものとして合理的に算定された価額によっており

ます。

 

負債

(1）未払手数料、(2）その他未払金、及び(3）未払費用

　これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってお

ります。

 

(4）デリバティブ取引

　取引を行う取引所における最終の価格によっております。

 

②　金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市場価格がない場合には合理的に算定された価額が

含まれております。当該価額の算定においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用

することにより、当該価額が変動することがあります。また、注記事項「デリバティブ取引関係」における

デリバティブ取引に関する契約額等については、その金額自体がデリバティブ取引に係る市場リスクを示

すものではありません。
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（有価証券関係）

第21期中間会計期間末（平成22年９月30日）

１．その他有価証券

    （単位：千円）

 種類
中間貸借対照表
計上額

取得原価 差額

中間貸借対照表計上額が取得
原価を超えるもの

その他    

投資信託 499,215 465,635 33,580

中間貸借対照表計上額が取得
原価を超えないもの

その他    

投資信託 358,550 500,000△141,450

合計 857,765 965,635△107,870

（注）有価証券（中間貸借対照表計上額 7,103,379千円）については預金と同様に扱っており、時価評価をし

ていないため、上表の「その他有価証券」には含めておりません。

 

（デリバティブ取引関係）

第21期中間会計期間末　（平成22年９月30日）

ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引

株式関連

     （単位：千円）

区分 取引の種類 契約額等
契約額等のうち
１年超

時価 評価損益

市場取引 株価指数先物取引     

 売建 726,528 － 727,320 △792

（注）時価の算定方法

　取引を行う取引所における最終の価格によっております。
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（セグメント情報等）

関連情報

第21期中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

 

１．サービスごとの情報

    （単位：千円）

 投資信託委託業務
投資一任及び
投資助言業務

その他 合計

外部顧客への売上高 6,428,972 3,343,989 412,030 10,184,992

 

２．地域ごとの情報

営業収益  （単位：千円）  

日本 その他 合計   

8,627,525 1,557,467 10,184,992   

（注）営業収益は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。

 

（追加情報）

第21期中間会計期間（自　平成22年４月１日　至　平成22年９月30日）

　当中間会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　平成21年３月27

日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号　平成20年

３月21日）を適用しております。

 

（１株当たり情報）

第21期中間会計期間
（自平成22年４月１日
至平成22年９月30日）

　

１株当たり純資産額 214,318円25銭

１株当たり中間純利益金額 8,529円42銭

　

なお、潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額

については、潜在株式が存在しないため記載して

おりません。

１株当たりの中間純利益の算定上の基礎

　

中間損益計算書上の中間純利益 479,908千円

普通株主に帰属しない金額 －

普通株式に係る中間純利益 479,908千円

普通株式の期中平均株式数 56,265株
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第２【その他の関係法人の概況】
１【名称、資本金の額及び事業の内容】

原届出書の第三部委託会社等の情報　第２その他の関係法人の概況　１名称、資本金の額及び事業の内容　に

ついて、以下の内容に更新・訂正されます。

 

＜更新・訂正後＞

（１）受託会社

①　名　　　称　　三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

②　資本金の額　　324,279百万円（平成22年９月末現在）

③　事業の内容

　　銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律に基づき信託業務を営

んでいます。

　＜再信託受託会社の概要＞

名　　　　称：日本マスタートラスト信託銀行株式会社

業務の概要　：銀行法に基づき銀行業を営むとともに、金融機関の信託業務の兼営等に関する法律に基づ

き信託業務を営んでいます。

再信託の目的：原信託契約にかかる信託事務の一部（信託財産の管理）を原信託受託会社から再信託受

託会社（日本マスタートラスト信託銀行株式会社）へ委託するため、原信託財産のすべて

を再信託受託会社へ移管することを目的とします。

 

（２）販売会社

 名　　　称
資本金の額

（平成22年９月末現在）
事業の内容

１ 株式会社ＳＢＩ証券 47,937百万円
金融商品取引法に定める第一種
金融商品取引業を営んでいま
す。

２ みずほ証券株式会社 125,167百万円 同　　上

３ 楽天証券株式会社 7,495百万円 同　　上

４ 東海東京証券株式会社
6,000百万円

（平成22年４月１日現在）
同　　上

５ ＳＭＢＣ日興証券株式会社
10,000百万円

（平成23年４月１日現在）
同　　上

６ 浜銀ＴＴ証券株式会社
3,307百万円

（平成22年３月末現在）
同　　上

７ 株式会社京都銀行 42,103百万円
銀行法に基づき銀行業を営んで
います。

８ 株式会社南都銀行 29,249百万円 同　　上

９ 三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 324,279百万円

銀行法に基づき銀行業を営むと
ともに、金融機関の信託業務の
兼営等に関する法律に基づき信
託業務を営んでいます。
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（３）マザーファンドの運用委託先の会社

 名　　　称
資本金の額

（平成22年12月末現在）
事業の内容

１
Ｊ.Ｐ.モルガン・インベスト
メント・マネージメント・イ
ンク

450万米ドル
投資運用業務および投資顧問業
を行っています。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 

  平成22年3月25日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 あ　ら　た　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員

業務執行社員

 

 
公認会計士 鶴　田　　光　夫

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲

げられているＪＰＭエマージング株式ファンドの平成21年７月28日から平成22年１月27日までの中間計算期間の中間

財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ＪＰＭエマージング株式ファンドの平成22年１月27日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計

算期間（平成21年７月28日から平成22年１月27日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

 

　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（※）１．上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別

途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 

  平成23年3月24日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 あ　ら　た　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 鶴　田　　光　夫

 

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「ファンドの経理状況」に掲

げられているＪＰＭエマージング株式ファンドの平成22年７月27日から平成23年１月26日までの中間計算期間の中間

財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益及び剰余金計算書並びに中間注記表について中間監査を行った。この中

間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ＪＰＭエマージング株式ファンドの平成23年１月26日現在の信託財産の状態及び同日をもって終了する中間計

算期間（平成22年７月27日から平成23年１月26日まで）の損益の状況に関する有用な情報を表示しているものと認め

る。

 

　ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社及びファンドと当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計

士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

（※）１．上記は、当社が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別

途保管しております。

２．中間財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。

 

　　次へ
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独　立　監　査　人　の　中　間　監　査　報　告　書

 

  平成22年12月17日

ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社  

 

 取　締　役　会　　御　中  

 

 あ　ら　た　監　査　法　人

 

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 大木　一昭

 

 
指　定　社　員

業務執行社員
 公認会計士 鶴田　光夫

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「委託会社等の経理状況」に

掲げられているＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第

21期事業年度の中間会計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸

借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は

経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。

　当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のため

の合理的な基礎を得たと判断している。

　当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、ＪＰモルガン・アセット・マネジメント株式会社の平成22年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了す

る中間会計期間（平成22年４月１日から平成22年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているもの

と認める。

 

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 

　（※）上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が別途保管してお

ります。
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